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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方【更新】 

当社は、「私たち dip は夢とアイデアと情熱で社会を改善する存在となる」という企業理念のも

と、「Labor force solution company」をビジョンに掲げ、人材サービスと DX サービスの提供を通

して、労働市場における諸課題を解決し、誰もが働く喜びと幸せを感じられる社会の実現を目指し

ます。このビジョンを実現するためには、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保が不可欠です。

当社では、適正なコーポレート・ガバナンス体制のもと、経営の透明性を高め、効率的な企業運営を

行うことで、あらゆるステークホルダーに対する責任を果たしつつ、中長期的な企業価値の向上を

目指しております。 

 

当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、業

務執行取締役に対する監査・監督機能の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンス体制をより

一層充実させるため、2023 年５月 24 日開催の第 26 期定時株主総会の決議をもって監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へ移行しております。 

 

（１）取締役会 

取締役会は、経営の意思決定機関であり、豊富な経験に基づく高い専門性と幅広い知見を有する

取締役９名で構成されております。原則として取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時

取締役会を開催し、経営に関する重要事項を協議し、決議いたします。また、取締役会における独立

社外取締役の構成比３分の２を目安とし、女性比率半数を目安とする基本方針のもと、取締役９名

のうち６名は社外取締役であり、経営陣や支配株主から独立した立場の社外取締役が取締役会の３

分の２を占めることにより、経営に対する監督機能の強化を図ってまいります。 
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議 長：代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮 

構成員：取締役 志立正嗣、社外取締役 馬渕邦美、社外取締役 竹内香苗、 

社外取締役 大櫃直人、取締役常勤監査等委員 岩田和久、 

社外取締役監査等委員 田邉えり子、社外取締役監査等委員 丸山みさえ、 

社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（２）監査等委員会 

監査等委員会は、豊富な経験に基づく高い専門性と幅広い知見を有する監査等委員４名で構成さ 

れており、そのうち３名は社外取締役監査等委員であります。原則として監査等委員会を月１回

開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催します。監査等委員会は、監査等委員会におい

て定められた監査の方針に従い、法令及び定款に定められた事項並びに重要な監査業務について協

議するとともに、監査・監督体制の充実を図っております。また、各監査等委員である取締役は、取

締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行の適法性を監査するとともに、妥当性の監督を

行ってまいります。 

議 長：取締役常勤監査等委員 岩田和久 

構成員：社外取締役監査等委員 田邉えり子、社外取締役監査等委員 丸山みさえ、 

社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（３）任意の指名・報酬委員会 

取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬委員会は、取締役会から諮問を受け、取締役の指名及

び報酬に関する事項につき審議し、答申を行っております。 

指名・報酬委員会は、代表取締役社長 兼 CEO 及び独立社外取締役で構成し、過半数が独立社外取

締役であることとしております。なお、委員長は、独立社外取締役が務めるものとしております。 

議 長：独立社外取締役 馬渕邦美 

構成員：代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮、独立社外取締役 竹内香苗 

独立社外取締役 大櫃直人、独立社外取締役監査等委員 田邉えり子 

独立社外取締役監査等委員 丸山みさえ、独立社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（４）執行役員会議 

当社は意思決定の迅速化及びその円滑な執行を図るべく、執行役員制度を導入しており、代表取

締役、取締役常勤監査等委員及び執行役員を主な構成員とする執行役員会議を設置しております。

執行役員会議は、原則として毎週開催し、重要事項に関する情報共有及び協議を行っております。 

 

今後も健全で透明性の高い経営を追求し、コーポレート・ガバナンスの強化と充実に努めてまいり

ます。 
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【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、2021 年６月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードの各原則（プライム市場向け

の内容を含む）を全て実施しております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

2021 年６月改訂のコーポレートガバナンス・コードに基づいて記載しております。 

 

【原則１-４（政策保有株式）】 

当社は、単に取引関係を深めることを目的とした上場会社の政策保有株式を保有しておりません。 

なお、当社は、純投資目的以外の目的である投資株式を２銘柄保有しております。当社は、保有銘

柄別の業績、将来の見通し等の報告を定期的に取締役会等において実施しており、保有の妥当性を

検証しております。 

 

【原則１-７（関連当事者間の取引）】 

 当社が役員又は主要株主等との間で関連当事者取引を行う場合は、取締役会が定めた「関連当事

者取引ガイドライン」に従い、取締役会にて事前報告を行い承認を得ることとしております。当該取

引の承認にあたっては、取締役会における審議が恣意的にならないように一般の取引条件との比較

検討等を行い、当社に不利益なものとならないようにしております。また、当該取引を行う者は取引

内容を監査等委員会に報告し、当該取引の適法性について監査を受けるものとしております。 

 さらに当社では、取締役に対して、四半期ごとに「関連当事者取引に関する確認書」の提出を求め

ることで、上記ガイドラインの実効性を確保することとしております。 

当社が役員又は役員が代表取締役を務める会社との間で利益相反取引を行う場合は、会社法及び

取締役会規程に基づき、取締役会にて事前承認を得るほか、監査等委員会の承認を得ることとして

おります。 

 

【補充原則２-４-１（中核人材の登用等における多様性の確保）】 

当社は、従来から性別や国籍に関係なく、能力や実績を重視する人物本位の人材登用を実施して

おります。中長期的な企業価値の向上を実現するためには、多様な視点や価値観を尊重することが

重要と考え、異なる経験・技能を有する人材を積極的に採用しつつ、これらの人材が活躍しやすい職

場環境を整備しております。 

また、当社は毎年多くの新卒社員を迎え入れ、性別に関係なく活躍の機会を与え、育成に注力して

まいりました。その結果、2025 年２月現在、管理職に占める女性の比率は、新卒入社から管理職に

昇格した社員では 43.6%、中途入社の管理職を含めた全体では 36.8%であります。今後も、まずは新

卒社員から管理職に昇格した社員における女性比率を 50%に向上させることを目標として、女性管理

職の働き方に関する従業員満足度等、女性管理職の活躍を推進する上で重要な管理指標を設定し、

女性が活躍しやすい環境整備を行ってまいります。 
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中途採用の管理職登用についても積極的に行っており、全管理職に占める中途採用者の比率は、

2025 年２月現在 42.2%であります。今後も、新卒・中途入社にかかわらず、全従業員が活躍できる環

境づくりを進めてまいります。 

外国人の管理職登用につきましても、さらに積極的に行ってまいります。 

なお、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や、育児や介護との両立など、働く人のニーズの多様

化に伴い、近年、多様な働き方を実現する職場環境づくりが課題となっています。当社は、社員それ

ぞれのライフスタイルに合わせた柔軟な働き方と、すべての社員がパフォーマンスを存分に発揮で

きる職場環境の実現に向けて、ワーク・ライフ・バランスの実現やダイバーシティの推進など、働き

方の改革を進めています。これらに関する当社の取組状況につきましては、下記 URL のコーポレー

トサイトに掲載しております。 

（働き方改革・ダイバーシティの推進） 

https://www.dip-net.co.jp/esg/society/S004 

 

【原則２-６（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）】 

当社は、企業年金を導入しておりません。なお、当社は、従業員の安定的な資産形成のため、確定

拠出年金制度を導入しており、従業員に対し、資産形成・投資運用に関する社内セミナー等を開催

し、教育研修の実施を行っております。 

 

【原則３-１（情報開示の充実）】 

当社では、株主の皆様をはじめとするステークホルダーにとって有益な情報の開示を重要な経営

課題として認識し、積極的に開示しております。 

 

(１) 当社は、「Labor force solution company」をビジョンに掲げ、人材サービスと DX サービス

の提供を通して、労働市場における諸課題を解決し、誰もが働く喜びと幸せを感じられる社会の実

現を目指します。「私たち dip は夢とアイデアと情熱で社会を改善する存在となる」の企業理念のも

と、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

当社のフィロソフィーにつきましては、下記 URL をご参照ください。 

＜フィロソフィー＞ 

https://www.dip-net.co.jp/company/philosophy 

 

(２) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針につきましては、上記「１．基

本的な考え方」をご参照ください。  

 

(３) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きにつきましては、

株主総会招集通知及び有価証券報告書にて具体的な内容を開示しております。 
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(４) 取締役及び監査等委員の選任に関しましては、代表取締役社長 兼 CEO 又は他の取締役が、以

下の選任基本方針を満たすことを確認した上で候補者を取締役会に諮り、取締役会の決議をもって

候補者の内定とし、株主総会の決議により決定いたします。 

なお、取締役候補者の選任については、取締役会の任意の諮問機関であり、委員の過半数を独立社

外取締役で構成する指名・報酬委員会からの答申を踏まえることといたします。 

また、監査等委員の選任に関する議案を株主総会に提出する際は、監査等委員会の同意を得た上

で行います。 

取締役会は、多様な知識・経験を有する者が適切なバランスで選任されるように検討した上で候

補者を決定し、取締役会における社外取締役の構成比３分の２を目安とすることとしております。 

選任基本方針は、以下に記載のとおりです。 

 

＜業務執行取締役/社外取締役（監査等委員である取締役を除く）＞ 

当社は、業務執行取締役の選任に関して、企業経営上の意思決定に必要な広範な知識と経験を備

えていることなどの基準に基づき選任することを基本方針としております。 

 また、当社は、社外取締役の選任に関して、取締役会における重要な意思決定を通じ、経営の監

視・監督機能を果たすとともに、会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反の有無を監督し、中長

期的な企業価値の向上を図るべく、経営方針や経営改善に関して積極的な提言を行うことができる

者を選任することを基本方針としております。なお、2025 年５月 22 日時点で、社外取締役（監査等

委員である取締役を除く。）として、馬渕邦美、竹内香苗、大櫃直人の３名を選任いたしました。 

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の解任は、取締役会にて業務執行取締役、社外

取締役の選任基本方針に照らし、適時かつ適切に審議した上で、解任の対象となる候補者を決議し、

株主総会の決議により決定いたします。 

 

＜監査等委員である取締役＞ 

当社は、監査等委員である取締役の選任に関して、監査・監督機能の強化を図るべく、企業経営の

経験を有する者、公認会計士、税理士、又は弁護士として企業に関する財務、会計、法務の知見・経

験を有する者、リスクマネジメントに関して相当程度の知見・経験を有する者を選任することを基

本方針としております。なお、2025 年５月 22 日時点で、社外取締役監査等委員として、田邉えり子、

丸山みさえ、高木智宏の３名を選任いたしました。 

また、監査等委員である取締役の解任は、取締役会にて、監査等委員である取締役の選任基本方針

に照らし、適時かつ適切に審議した上で、解任の対象となる候補者を決議し、株主総会の決議により

決定いたします。 

 

(５) 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の選任理由につきま

しては、株主総会招集通知や有価証券報告書等にて、開示しております。 
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【補充原則３-１-３（サステナビリティについての取り組み等）】【更新】 

＜サステナビリティについての取り組み＞ 

当社は、創業以来「私たち dip は夢とアイデアと情熱で社会を改善する存在となる」という企業理

念のもと、事業活動を通じて社会課題を解決することで、社会に貢献してまいりました。有期・無期

を問わず雇用全般に関する社会課題や労働生産性向上への取り組みに加え、人材育成、女性活躍推

進、人権保護、DEI（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）、そして気候変動等への対応

を通じて、持続的な成長とさらなる企業価値の向上を目指します。これにより、社会課題の解決と持

続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 また、当社は、2019 年から ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する活動内容について積極的な情

報開示を行ってまいりました。その結果、ESG のグローバル基準を満たす日本企業を対象にした株価

指数「FTSE Blossom Japan Index」の構成銘柄に４年連続で選定されました。 

 2022 年３月には、FTSE Russell により環境負荷の大きさ、脱炭素経済への移行促進や気候変動へ

の取組みを評価する目的で新たに作成された「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」の構

成銘柄に選定されました。2022 年６月には、ESG 投資の主要指数である「MSCI ジャパン ESG セレク

ト・リーダーズ指数」、及び「MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）」に初めて選定されました。その他、

「Morningstar 日本株式 ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除く REIT）」にも選定されて

おり、GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が投資の運用に採用している ESG 投資指数全ての構

成銘柄に３年連続で選定されております。 

当社のサステナビリティの考え方及び取組みは、当社ウェブサイト（https://www.dip-

net.co.jp/esg）、統合報告書、有価証券報告書をご参照ください。 

 

＜人的資本に関する取り組み＞ 

当社は、社員の健康管理は仕事の生産性や社員幸福度に直結する重要なテーマであると考えてお

ります。それは「病気にならないこと」だけでなく、「今よりもっと活力高く、幸せになること」を

目指しており、その思いを込め"心と体を整える"コンセプトとして健康経営を推進しています。代

表取締役社長 兼 CEO を健康経営責任者、CHO を健康経営推進責任者とし、直下に健康経営推進委員

会を設置しました。なお、同委員会での議論内容は、定期的に取締役会・経営会議に報告を行ってお

ります。また、従業員からの意見を反映した健康経営の取り組みとなることを目的に、各拠点から同

委員会の一員として「健康経営推進リーダー」を任命しております。 

2025 年３月には、健康経営への取り組みが評価され、経済産業省と日本健康会議が共同で選定す

る「健康経営優良法人 2025」のうち、上位 500 社のみが認定される「健康経営優良法人 2025 ホワイ

ト 500」に認定されました。ホワイト 500 に認定されるのは、2023 年より３年連続となります。 

 その他、当社の人的資本の考え方及び取組みは、当社ウェブサイト 

（https://www.dip-net.co.jp/esg/society/S003）、統合報告書、有価証券報告書をご参照ください。 

 

＜TCFD の枠組みに基づく開示＞ 
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当社は、TCFD の提言へ賛同を表明しております。気候変動に関する活動状況について、TCFD の提

言に基づき、気候変動が事業に及ぼすリスクと機会を分析し、経営戦略に反映するとともに、関連す

るガバナンス、戦略、リスク管理、指標の４つの視点から情報開示を進め、環境に関する取り組みを

さらに強化・推進してまいります。また、ステークホルダーとの対話を進め、持続可能な社会づくり

に貢献してまいります。 

当社のTCFDの取組みは、当社ウェブサイト（https://www.dip-net.co.jp/esg/environment/E004）、

統合報告書、有価証券報告書をご参照ください。 

 

【補充原則４-１-１（取締役会決議事項及び委任の範囲）】 

当社では、取締役会の決議をもって決定すべき事項を取締役会規程にて定めております。具体的

には、株主総会に関する事項、決算に関する事項、取締役に関する事項、株式・社債に関する事項、

経営の基本方針に関する事項、人事・組織に関する事項、資産・資金に関する事項、子会社に関する

事項、その他会社法等の法令に定める事項及びこれに準ずる重要事項について、取締役会の決議を

もって決定しております。 

 なお、当社は、2023 年 5 月 24 日に監査等委員会設置会社への移行に伴い、業務執行取締役への業

務執行権限の委譲範囲を見直し、業務執行取締役がより一層、迅速・果断な意思決定を行える体制を

整えております。今後も引き続き、各事案の規模・重要性・リスク等に応じて委任事項や範囲の改訂

を行うことで業務執行体制の整備を図ってまいります。 

 

【原則４-９（独立社外取締役の独立性判断基準・資質）】 

当社は、独立社外取締役による監督・助言が適切に実施されるよう、「社外役員の独立性に関する

基準」を定め、独立性を有するのみならず、事業戦略に関する専門的な知見・経験を有し、取締役会

において率直かつ建設的な提言を活発に行うことが可能な人物を、独立社外取締役候補者として選

任しております。 

なお、「社外役員の独立性に関する基準」は本コーポレート・ガバナンス報告書にて開示しており

ます。 

 

【補充原則４-10-１（指名・報酬委員会の構成の独立性、権限、役割等）】 

当社は、取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役会の任意の諮問機関

として、委員の過半数を独立社外取締役で構成し、独立性を有する指名・報酬委員会を設置しており

ます。同委員会は、取締役会からの一任に基づき、取締役の個別報酬（監査等委員である取締役を除

く）を決定するとともに、取締役会からの諮問に応じて、取締役候補者の指名及び取締役の報酬に関

する事項につき審議し答申を行います。 

 

【補充原則４-11-１（取締役会の実効性確保のための前提条件）】 

当社は、取締役会の多様性と適正な規模について検討した上で、当社の事業及び業務等に精通し、
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機動的な業務執行を推進する業務執行取締役、高い専門性と幅広い知見・経験を有し、経営に対して

適切な助言と監督を行うことを期待できる社外取締役（監査等委員である取締役を除く）と、高い専

門性と幅広い知見・経験を有し、業務執行取締役の職務執行に対し、適切な監査・監督を行うことが

できる監査等委員である取締役で、取締役会を構成しております。 

取締役会は、多様な知識・経験をもつ者が適切なバランスで選任されるように検討した上で候補

者を決定し、取締役会における独立社外取締役の構成比３分の２を目安、女性比率半数を目安とす

る基本方針としております。 

業務執行取締役は、企業経営上の意思決定に必要な広範な知識と経験を備えていることなどの基

準に基づき選任することを基本方針としております。 

 独立社外取締役は、取締役会における重要な意思決定を通じ、経営に対する監視・監督機能を果た

すとともに、会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反の有無を監督し、中長期的な企業価値の向

上を図るべく、経営方針や経営改善に関して積極的な提言を行うことができる者を選任することを

基本方針としております。 

監査等委員である取締役は、業務執行取締役の職務執行に対する監査・監督機能の強化を図るべ

く、企業経営の経験を有する者、公認会計士、税理士、又は弁護士として企業に関する財務、会計、

法務の知見・経験を有する者、リスクマネジメントに関して相当程度の知見・経験を有する者を選任

することを基本方針としております。 

 当社の取締役会は、多様かつ豊富な経験を有する者を取締役として選任することで、知識・経験・

能力についてバランスがとれ、かつ、多様性のある構成としており、活発な議論を通じた深い検討及

び迅速な意思決定を促進することで、取締役会の効果的・効率的な機能発揮を図ってまいります。 

なお、株主総会招集ご通知、有価証券報告書、本コーポレート・ガバナンス報告書の最終頁にて、

取締役会・監査等委員会のスキルマトリックスを開示しております。 

 

【補充原則４-11-２（社外役員の兼任状況）】 

社外取締役馬渕邦美氏は、上場会社１社の監査等委員である社外取締役を兼任しておりますが、

上場会社の役員兼任社数としては、合理的な範囲であると考えております。社外取締役である竹内

香苗氏は、上場会社１社の社外取締役を兼任しておりますが、上場会社の役員兼任社数としては、合

理的な範囲であると考えております。社外取締役である大櫃直人氏は、他の上場会社役員を兼任し

ておりません。各氏は、取締役会及び指名・報酬委員会において、当社の事業及び業務に関して積極

的に提言を行うなど、当社における職務を精力的に務めております。 

監査等委員である社外取締役田邉えり子氏は、上場会社１社の社外取締役を兼任しております。

監査等委員である社外取締役丸山みさえ氏は、上場企業２社の社外常勤監査役および社外取締役を

兼任しております。監査等委員である社外取締役高木智宏氏は、他の上場会社役員を兼任しており

ません。いずれも、上場会社の役員兼任社数としては、合理的な範囲であると考えております。 

 

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の他の上場会社の役
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員との兼任状況につきましては、株主総会招集ご通知及び有価証券報告書に記載しております。 

 

【補充原則４-11-３（取締役会の実効性評価）】 

当社は、取締役会の実効性を一層高めることを目的として、年に一度、取締役会の実効性評価を実

施しております。監査等委員を含む取締役全員を対象にアンケートを行い、その後、個別ヒアリング

を通じて取締役会の運営状況や課題に関する意見を収集しました。これらの結果をもとに現状の課

題を分析し、改善策を取締役会の運営に反映させ実行することで、実効性の向上につなげておりま

す。2025 年 2 月期の主な取り組み内容および 2026 年 2 月期の取り組み方針は、以下の通りです。 

＜2025 年 2 月期の主な取り組み内容＞ 

（１）中期経営計画と単年度予算のモニタリング強化 

単年度予算については、月次で進捗を確認するとともに、四半期ごとに見直しの必要性を議論し

ました。中期経営計画についても、先行投資を行ったサービスの収益化の進捗について議論し、計画

数値の見直しを行いました。さらに、新規サービスやプロジェクトについては、外部・内部環境を踏

まえて審議し、経営資源の最適配分を図ることで、経営の方向性を明確にしました。 

 

（２）人的資本に関する議論の充実 

 「社員幸福度 No.1」の実現に向け、ワークライフバランスやモチベーションなど多様な視点から

議論を深めました。具体的には、女性管理職育成計画や人的資本関連 KPI の検討を行い、人的資本

経営とサステナビリティの推進を一体的に進めることで、取締役会として持続的な価値創造の基盤

を強化しました。 

 

（３）リスク管理・BCP 体制の強化 

 リスク管理においては、事業環境の変化に対応するためリスクマップを見直し、新規事業に内在

するリスクを検討しました。今後は、法務やセキュリティ部門と連携し、情報セキュリティ対策や保

健付保範囲の検討を進めていく予定です。さらに、災害などの有事に備え、オールハザード型 BCP

（Business Continuity Plan）の策定や地震発生時の迅速かつ的確な初動対応を目的に、初動対応

マニュアルの整備および実践訓練を実施しました。これらを通じて、事業継続性の確保を強化しま

した。 

 

（４）取締役会の議論活性化 

 取締役懇談会や社外役員協議会を定期的に開催し、自由闊達な意見交換の機会を設けました。こ

れにより、取締役間および社外役員同士の連携が深まり、経営課題に対する多様な視点からの議論

が一層促進されました。 

 

＜2026 年 2 月期の取り組み方針＞ 

（１）中長期戦略の議論の拡充 
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 中長期的な価値創造と事業の持続的成長のため、経営戦略に関する議論をさらに深化させます。

定期的な進捗確認に加え、次期中期経営計画の策定に向けた討議を開始します。さらに、「社員幸福

度 No.1」の実現や女性管理職育成、情報セキュリティといった個別テーマについても引き続き議論

を行い、取締役会の監督機能を一層強化します。 

 

（２）取締役会における議論の強化 

 外部環境の変化や社内の状況に関する洞察に基づき、取締役会での議論を深化させます。当社事

業に関する専門講義に加え、各取締役による社員との対話の場を設けることで、現場の声に直接触

れる機会を広げます。これらの取組みにより、多様な視点を踏まえた議論の質を高め、実情に即した

意思決定を支えていきます。 

 

（３）取締役会の構成最適化と監督機能の充実 

 さらなるコーポレート・ガバナンス体制の高度化に向け、最適な社内外取締役の構成について検

討するとともに、指名・報酬委員会の運営方針を見直します。さらに、内部監査報告の内容を充実さ

せることで、経営リスクの可視化を強化します。 

 

（４）取締役会運営の改善 

 2026 年２月期は、前年度に実施した議論活性化の取組みを発展させ、運営プロセスの改善に注力

しています。資料や報告体制の整備、進捗管理の仕組みの強化に加え、発言機会を広げる方法を検討

しました。また、事前説明で出された質問や意見を踏まえることで、取締役会をより効率的で建設的

な議論の場としています。 

 

【補充原則４-14-２（取締役に対するトレーニングの方針についての開示）】 

当社は、取締役に対して、当社が主催する社内研修や、コーポレート・ガバナンスに関する外部セ

ミナーに参加する機会を提供しております。社内研修においては、当社取締役が中長期的に課題と

なり得るテーマについて専門家による講義を受講し議論を行うなど、当社の持続的成長を実現する

ために必要な知識の習得や研鑚に努めます。 

 また、社外取締役は、執行役員との面談を行い、事業戦略、サービス開発等について議論を行うこ

とで、知識の習得や研鑽に努めます。 

 なお、監査等委員である取締役は、当社による支援の下、日本監査役協会に所属し、同協会が提供

する最新情報を入手し、監査等委員に求められる役割と機能が発揮されるよう専門知識の向上に努

めます。 

 

【原則５-１（株主・投資家の皆様との建設的な対話）】【更新】 

＜基本的な考え方＞ 

当社は、重要なステークホルダーである株主・投資家の皆様との双方向のコミュニケーションが、



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

11 

当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上にとって必要不可欠であると認識しております。 

この考えに基づき、当社の経営戦略や事業環境に関する情報について、コーポレートサイトにおけ

る情報開示や建設的な対話の充実等に積極的に取り組むことにより、株主・投資家の皆様にご理解

を深めていただくとともに、長期的な信頼関係の構築に努めます。 

 

＜株主との対話者＞ 

 当社は、経営陣（代表取締役社長 兼 CEO、常務執行役員 CFO 経営統括本部長）が、株主等との対

話全般について統括し、建設的な対話の実現に努めてまいります。 

また、株主・投資家の皆様の希望や面談の主な関心事項を踏まえた上で、上記の者のほか、その他の

経営陣（社外取締役、執行役員等）、IR 担当部門長等が対応いたします。 

 

＜株主との建設的な対話に関する具体的取組み＞ 

（１）対話を補助する社内各部門との有機的な連携 

株主・投資家の皆様との建設的な対話に際しては、株主・投資家の皆様の関心事項を踏まえ、正確な

情報を提供すべく、IR 担当部門が各部門と連携の上、対話者を補助します。 

IR 担当部門は、株主等との円滑な対話促進のため、定期的なミーティングを実施し情報を共有する

等連携を図ります。 

 

（２）対話の手段の充実に関する取り組み 

株主・投資家の皆様との建設的な対話は、株主総会及び個別面談以外に、決算説明会やスモールミー

ティング等を通じて、当社の事業状況や戦略について説明を行っております。 

また、当社コーポレートサイトにおける積極的な情報開示や統合報告書の充実等にも取り組み、対

話の促進に努めております。 

 

（３）対話内容の社内へのフィードバック 

対話を通じて得られた株主・投資家の皆様からの意見・要望・懸念等については、IR 担当部門が取

りまとめた上で、取締役会や執行役員会等の経営会議にて、経営陣を含む社内関係者に四半期ごと

に報告しております。また、重要性の高い案件や迅速な対応を必要とする案件については、四半期ご

との報告機会を待つことなく、CEO をはじめ経営陣に都度報告し、適宜対応しております。 

 

（４）インサイダー情報の管理 

対話に際しては、別途定める「内部情報及び内部者取引管理規程」の順守と「IR ポリシー」に従い、

インサイダー情報管理を徹底して行います。 

 

「株主・投資家の皆様との建設的な対話」の詳細については、当社ウェブサイト（https://www.dip-

net.co.jp/ir/management-policy/governance）に掲載をしております。 
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【原則５-２ 経営戦略や経営計画の策定・公表】 

＜資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞［英文開示有り］【アップデート日付：

2024/2/20】 

当社は、企業価値・株主価値を向上するため、中期経営計画「dip30th」において、財務戦略とし

て、「財務目標」「キャッシュアロケーション」を定めています。 

（１）財務戦略 

「エクイティ・スプレッドの最大化で企業価値・株主価値を向上」 

企業価値・株主価値の向上のため、株主の皆様からお預かりした資本に対して、株主資本コスト 

を上回るリターンを創出し続けることが極めて重要であることから、「ROE の向上」と「主資本コス

トの低減」によりエクイティ・スプレッドの最大化を目指します。 

 

「利益成長と資本効率向上で、中計最終年度（2027 年 2 月期）で ROE 目標 30%達成を目指す」 

ROE は、コロナ禍前で 36.0%でしたが、コロナ禍の影響で、2021 年 2 月期に 2.0％まで低下しまし

た。その後、コロナ禍の収束やメディアサービスの市場シェアアップ、DX 事業の高成長等による利

益拡大により、2024 年 2 月期は、23.4％に向上する見込みです。既に、東証プライム上場企業の平

均 9.24％(2022 年度）を大きく上回っており、かつ、当社の株主資本コスト約 10〜11％も十分に上

回る水準であるものの、さらなる企業価値・株主価値の向上を実現すべく、エクイティ・スプレッド

の最大化のため、中計最終年度である 2027 年 2 月期の ROE 目標を 30％としました。中期経営計画

「dip30th」における 2027 年 2 月期の営業利益目標の達成に向けて利益成長を図りつつ、下記のキ

ャッシュアロケーション方針に基づき、バランスシート・マネジメントに取り組み、資本効率を高め

ることにより、ROE 目標の達成を目指します。 

 

（２）キャッシュアロケーション 

 （基本方針） 

  「成長投資と株主還元を重視したキャッシュアロケーションを行う」 

 （成長投資） 

  ・既存事業の成長や新規事業創出のための投資 

  ・AI など先端テクノロジーに関する研究開発、事業に活用するための投資 

  ・事業成長の加速を目的とした M&A や出資、等 

 （株主還元） 

  ・原則、前期配当額を下限とし、配当性向 50%を堅持。年 2 回の配当実施 

  ・総還元性向 65％を目安とする 

  ・キャッシュポジションなど BS の状況、財務目標の達成見通し、株価水準などを総合的に勘案 

し、追加的な株主還元策を検討 
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 ● 事業運営に必要な資金運用をマクシマムキャッシュ※とし、原則、それを超える過剰な現預

金は保有しない。ただし、単年度では判定せず、中期的な投資機会を慎重に見極めながら、過剰

な現預金がある場合は株主に還元 

 ● 仮に中期的な利益目標の達成が困難な見通しの場合に、BS の状況や株価水準などを勘案の上、

ROE 目標に近づけるべく追加的な株主還元を検討 

    ※マクシマムキャッシュの考え方 

     「3 か月分の支払いと、その期間における税金・配当金支払いの合計額」 

 

なお、株主資本コスト低減のための取り組みは、下記のとおりです。 

① 景気変動の影響を受けにくい事業ポートフォリオの構築 

② ESG に係る取り組みの推進 

③ IR 活動によるステークホルダーとのエンゲージメント強化 

④ ハードルレートに基づく投資の意思決定プロセスの導入 

⑤ 事業ごとの ROIC を活用した事業管理の仕組みの導入 

 

「経営戦略や経営計画の策定・公表」の詳細については、下記のとおり、当社ウェブサイトに掲載

をしております。 

〈中期経営計画〉https://www.dip-net.co.jp/ir/G006 

〈統合報告書〉 https://www.dip-net.co.jp/ir/G007 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 20％以上 30％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

オーセンティシティ株式会社 20,340,000 37.42 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） 
4,922,300 9.06 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 

ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５３０１ 
3,245,080 5.97 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式

付与ＥＳＯＰ信託口・７５５２５口） 
1,943,235 3.58 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,536,100 2.83 

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ 

ＭＥＬＬＯＮ １４００４４ 
1,061,837 1.95 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 1,013,106 1.86 
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ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５０２５ 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 

ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５１０３ 
829,937 1.53 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 

ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５０４４ 
590,698 1.09 

ＳＧ／ＵＣＩＴＳ Ｖ／ＩＮＶ 508,800 0.94 

 

支配株主（親会社を除く）名 ― 

 

親会社の有無 なし 

 

補足説明 

１．上記のほか、当社所有の自己株式5,783,318株があります。「大株主の状況」に記載している保

有割合は、自己株式を控除して計算しています。 

２．自己株式5,783,318株には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託

口1,943,235株・役員報酬ＢＩＰ信託口73,817株）が所有する当社株式2,017,052株は含まれており

ません。 

３．オーセンティシティ株式会社は、代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮の資産管理会社です。 

４．2025年５月20日付で公衆の縦覧に供されていた大量保有報告書（変更報告書）において、ウエ

リントン・マネージメント・カンパニー・エルエルピー及びその共同保有者である１社が2025年５

月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年８月31日現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

 

５．2025年７月23日付で公衆の縦覧に供されていた大量保有報告書（変更報告書）において、M&G

インベストメント・マネジメント・リミテッド及びその共同保有者である１社が2025年７月15日現

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有 

割合（％） 

ウエリントン・マネージメン
ト・カンパニー・エルエルピ
ー 

(Wellington Management 

Company LLP) 

アメリカ合衆国、02210 マサ

チューセッツ州ボストン、コ

ングレス・ストリート 280 

1,459,150 2.43 

ウエリントン・マネージメン
ト・ジャパン・ピーティーイ
ー・リミテッド 

(Wellington Management Japan 

Pte Ltd) 

東京都千代田区丸の内一丁目

１番１号パレスビル７階 
2,720,648 4.52 
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在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年８月31日現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 
 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有 

割合（％） 

M&Gインベストメント・マネ
ジメント・リミテッド 

(M&G Investment Management 

Limited) 

英国、ロンドン、フェンチャ

ーチ・アベニュー10、EC3M 

5AG 

5,717,900 9.51 M&Gインベストメンツ（シン
ガポール）ピーティーイー・
リミテッド 

(M&G Investments (Singapore) 

Pte. Ltd.) 

シンガポール 048946 マーケ

ット・ストリート 138、キャピ

タグリーン#35-01 

 

３．企業属性 

上場取引所及び市場区分 プライム市場 

決算期 ２月 

業種 サービス業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 1000 人以上 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円以上 1000 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

― 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

― 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査等委員会設置会社 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 取締役（監査等委員である取締役を除く）：11 名 

監査等委員である取締役：５名 

定款上の取締役の任期 取締役（監査等委員である取締役を除く）：1 年 

監査等委員である取締役：２年 
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取締役会の議長 社長 

取締役の人数 ９名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ６名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている

人数 

６名 

  

会社との関係(１)  

氏名 属性 
会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

馬渕 邦美 他の会社の出身者            

竹内 香苗 他の会社の出身者            

大櫃 直人 他の会社の出身者        △    

田邉 えり子 他の会社の出身者            

丸山 みさえ 公認会計士            

高木 智宏 弁護士            

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

 

 

会社との関係(２)  

氏名 
監査等 

委員 

独立 

役員 
適合項目に関する補足説明 選任の理由 

馬渕 邦美  ○ ― 馬渕邦美氏は、グローバル

企業を含む複数の事業会社
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の経営者として豊富な経営

経験と高い見識に基づくコ

ーポレート・ガバナンス体制

の強化を推進しております。

また、デジタルマーケティン

グや AI 等の最新のテクノロ

ジーに関する豊富な経験及

び高い知見を有しておりま

す。社外取締役としての監

視・監督機能の他に、今後、

引き続き企業経営の豊富な

経験を生かした経営体制の

透明性の確保やマーケティ

ング及びテクノロジー領域

の助言・提言を期待しており

ます。  

 同氏は、東京証券取引所が

定める独立性の要件を満た

しており、一般株主との利益

相反を生じるおそれがない

ことから独立役員として指

定することといたしました。 
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竹内 香苗  ○ ― 竹内香苗氏は、報道番組の

キャスターや経営者へのイ

ンタビュー等の豊富な経験

を通じて、女性活躍推進・多

様な働き方等を含む幅広い

分野の社会課題に関する高

い知見を有しております。取

締役会では、豊富な経験から

醸成された客観的な視点か

ら、コンプライアンスやリス

クマネジメントに関する指

摘・ 提言を行い、取締役会の

議論の活性化に貢献してお

ります。社外取締役としての

監視・監督機能の他に、今後、

引き続き社会課題に関する

豊富な見識を生かし、当社が

取り組む社会課題に関して

の有効な助言や、コンプライ

アンスやリスクマネジメン

トの強化に向けた助言・提言

を期待しております。 

 同氏は、東京証券取引所が

定める独立性の要件を満た

しており、一般株主との利益

相反を生じるおそれがない

ことから独立役員として指

定することといたしました。 

大櫃 直人  ○  同氏は、当社の取引先銀

行である株式会社みずほ銀

行に在籍しておりました

が、2025 年 3 月末日時点で

退職しており、同行の意向

に影響される立場にありま

せん。また、当社は同行から

の借入金はなく、他にも複

大櫃直人氏は、株式会社み

ずほ銀行において法人業務

を歴任し、テック企業などの 

スタートアップや成長企業

の資金調達、事業計画策定、

財務戦略の支援に第一線で

携わり、営業、会計／財務に

関して豊富な経験を有して
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数の金融機関と取引を行っ

ていることから当社の経営

が影響を受けることはな

く、一般株主との利益相反

を生じるおそれがないこと

から独立役員として指定す

ることといたしました。 

おります。また、こうした経

験から、テクノロジーを活用

したビジネスモデルや事業

戦略への高い知見を有して

おります。社外取締役として

の監視・監督機能の他に、会

計／財務に関する豊富な見

識を生かし、当社の長期的な

成長戦略における戦略の策

定や、資本政策における株主

価値の最大化に関しての有

効な助言・提言を期待してお

ります。 

田邉  えり

子 

○ ○ ― 田邉えり子氏は、テンプス

タッフ株式会社（現 パーソ

ルテンプスタッフ株式会社）

において、 同社の提供する

ウェブサイト及びウェブシ

ステムの構築等、IT 分野を中

心に多数のプロジェクトに

携わり、経営及びリスクマネ

ジメントに関して豊富な知

見や経験を有しております。

2019 年 5 月より当社社外取

締役として、テクノロジー、

リスクマネジメント及び女

性活躍の推進を含む企業経

営全般の助言・提言及び監

視・監督機能を発揮しており

ます。引き続き独立した立場

からこれまでの経験と役割

を通じて培われた幅広い見

識を当社の経営の監督に活

かし、取締役会の意思決定機

能及び監査・監督機能を強化

することを期待しておりま
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す。     

同氏は、東京証券取引所が

定める独立性の要件を満た

しており、一般株主との利益

相反を生じるおそれがない

ことから独立役員として指

定することといたしました。 

丸山  みさ

え 

○ ○ ― 丸山みさえ氏は、公認会計

士として常に公正不偏の態

度を保持し、高い専門性と実

務上の経験を有するほか、他

社の社外監査役を歴任され

た経験から会計／財務並び

に税務に深く精通しており

ます。これまでの経験と役割

を通じて培われた幅広い見

識を当社の経営の監督に活

かし、取締役会の意思決定機

能及び監査・監督機能を強化

することを期待しておりま

す。  

 同氏は、東京証券取引所が

定める独立性の要件を満た

しており、一般株主との利益

相反を生じる おそれがない

ことから独立役員として指

定することといたしました。 

高木 智宏 ○ ○ ― 高木智宏氏は、弁護士とし

て、専門領域である企業法

務・リスクマネジメントにお

いて豊富な経験と高い見識

を有しております。これらの

経験を通じて培われた幅広

い見識を当社の経営の監督

に活かし、取締役会の意思決

定機能及び監査・監督機能の
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強化を期待しております。 

当社が引き続き持続的な

企業価値向上を目指すに当

たり適任と判断したため、監

査等委員である社外取締役

候補者といたしました。 

同氏は、直接会社経営に関

与した経験はありませんが、

上記の理由に加え、他社での

社外監査役としての実績も

あることから、職務を適切に

遂行できるものと判断して

おります。 

同氏は、東京証券取引所が

定める独立性の要件を満た

しており、一般株主との利益

相反を生じるおそれがない

ことから独立役員として指

定することといたしました。 

 

【監査等委員会】  

委員構成及び議長の属性 

 全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

委員長 

(議長) 

監査等委員会 ４ １ １ ３ 社内取締役 

 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び

使用人の有無 
あり 

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項 

監査等委員会の求め又は指示により、その職務の執行を補助する人員を配置しております。この場

合、当該人員は監査等委員以外の者から指示命令を受けないよう独立性を保ち、指示の実効性を確

保しております。また、当該人員の人事異動、評価等については、監査等委員会の同意を得るものと

します。 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査等委員会は、適時に会計監査人又は内部監査室と会合を行い、情報共有及び意見交換を行うと

ともに、必要に応じて会計監査人又は内部監査室に報告を求めます。また、会計監査人の監査の過程
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及び監査終了後、監査等委員会は、当該監査における指摘等に関する報告を受けることとしており

ます。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の

委員会の有無 

あり 

 

 任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

７ ０ １ ６ ０ ０ 社外取締役 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬委員会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

７ ０ １ ６ ０ ０ 社外取締役 

 

補足説明 

指名・報酬委員会は、取締役会からの一任に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く）の

個別報酬額を決定するとともに、取締役会からの諮問に応じて、取締役の指名及び報酬に関する事

項につき審議し答申を行っております。また、同委員会は、代表取締役社長 兼 CEO 及び独立社外取

締役で構成し、委員の過半数が独立社外取締役であることとしております。2025 年 5 月 22 日時点の

構成員は、代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮、独立社外取締役 馬渕邦美、独立社外取締役 竹内香

苗、独立社外取締役 大櫃直人、独立社外取締役監査等委員 田邉えり子、独立社外取締役監査等委員 

丸山みさえ及び独立社外取締役監査等委員 高木智宏の各氏であります。なお、委員長は、独立社外

取締役が務めるものとしております。 

 

2025 年 2 月期の指名・報酬委員会の出席状況は、以下のとおりです。 

（2025 年 2 月期 指名・報酬委員会の出席状況） 

 出席回数 出席率 

冨田 英揮 ３回/３回 100% 

馬渕 邦美 ３回/３回 100% 
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竹内 香苗 ３回/３回 100% 

島田 由香 ３回/３回 100% 

田邉 えり子 ３回/３回 100% 

今津 幸子 ３回/３回 100% 

丸山 みさえ ３回/３回 100% 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 ６名 

その他独立役員に関する事項 

当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という）は、社外取締役の独立性基準を以下のとお

り定め、社外取締役が次の項目のいずれにも該当しない場合、当該社外取締役は当社グループから

の独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断しております。 

 

１ 当社グループの業務執行者 （業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する

業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず、使用人を含む。監査役は含まれない。）又は過去

10 年以内（ただし、過去 10 年以内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役（業

務執行取締役に該当しない取締役をいう）、監査役であったことのある者にあっては、それらの役

職への就任の前 10 年）において当社グループの業務執行者であった者。 

２ 当社グループの主要株主（直近の事業年度末における議決権保有比率が総議決権の 10％以上を保

有する者）、又はその業務執行者である者。 

３ 当社グループを主要な取引先※とする者、又はその業務執行者である者。 

４ 当社グループの主要な取引先※又はその業務執行者である者。 

５ 当社グループの会計監査人又はその社員等として、当社の監査業務を担当している者。 

６ 当社グループから役員報酬以外に、年間 1,000 万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサ

ルタント、会計専門家、法律専門家。ただし、当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場

合は、当社グループから得ている財産が年間収入の２％を超える団体の業務執行者である者に限る。 

７ 過去３年間において、上記２から６のいずれかに該当していた者。 

８ 上記１から７のいずれかに掲げる者（ただし、重要な者に限る。）の二親等内の親族。 

９．当社グループにおける社外役員（社外取締役又は社外監査役をいう）としての在任期間が通算し

て８年を超える者。 

10 前各号のほか、当社グループと利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外取締役として

の職務を果たすことができない特段の事由を有している者。 

※「主要な取引先」とは、直近の事業年度における取引額が、年間連結売上高の２％を超える場合を

いう。 
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以上の基準に加え、当社グループ取締役の法令順守や経営管理に対する監査・監督に必要な幅広い

知識と豊富な経験を有することを社外取締役の選任の目安とする。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策

の実施状況 

業績連動型報酬制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社は、業務執行取締役に対し、業績連動報酬としてBIP信託の設定を行っております。また、

業務執行取締役に対し、譲渡制限付株式（Restricted Stock）の付与を実施しております。 

業績連動報酬の報酬水準や基本報酬に対する割合は、外部専門機関が集計・分析している報酬デ

ータベースを用いて、当社の事業規模等を考慮した客観的なベンチマークを行い、年間報酬におけ

る中長期の業績連動報酬の比率や、業績目標達成の難易度を総合的に勘案して決定しております。  

本BIP信託の業績指標につきましては、当社が重要な経営指標としている売上高及び営業利益を

１：１の比率で採用しており、業績目標の達成度により、０～150％の範囲で交付株式数を変動さ

せた上で、交付することとしております。 

なお、対象者の在任期間中に職務や社内規程等への重大な違反があった場合、当該業績連動株式

報酬の交付等を受けられる権利を喪失させるマルス条項を設定しております。また、交付後に当該

違反事実が判明した場合は、当該株式報酬の返還を請求するクローバック条項を設定しておりま

す。 

本譲渡制限付株式報酬の業績指標は、当社が重要な経営指標としている売上高及び営業利益を採

用し、2027 年２月期決算短信にて開示される業績目標の達成度に応じて、譲渡制限を解除するもの

としております。 

なお、対象者の在任期間中に職務や社内規程等への重大な違反があった場合には、当該譲渡制限

付株式報酬の返還を請求するクローバック条項を設定しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 従業員 

該当項目に関する補足説明 

当社の長期的な企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めること等を目的として、当社の従業

員に対しストックオプション（新株予約権）を発行しております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 一部のものだけ個別開示 

該当項目に関する補足説明 

報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行うこととしております。 

有価証券報告書、事業報告は、当社コーポレートサイトにも掲載し、公衆の縦覧に供しております。 
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報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

（１）基本方針 

 当社は、当社経営陣・取締役の報酬制度について、独立性を有した監視・監督機能を果たすべき社

外取締役及び監査等委員を除き、株主との価値共有を促進し、説明責任を十分に果たせる客観性と

透明性を備えた上で、優秀な人材を確保・維持できる水準を勘案し、健全な企業家精神の発揮を通じ

て、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を促す報酬体系とすることを基本方針として

おります。 

 上記の基本方針のもと、取締役の個人別の報酬等の決定方針を定めており、その概要は、以下のと

おりです。なお、当該決定方針は、取締役会の諮問機関であり、独立社外取締役が委員長を務め、独

立社外取締役が委員の過半数を占める指名・報酬委員会による答申を踏まえて、取締役会決議によ

り決定しております。 

 また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法

及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に

沿うものと判断しております。 

＜業務執行取締役＞ 

 業務執行取締役の報酬体系は、基本報酬としての金銭報酬と、当社の株式価値との連動性をより

明確にし、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的とした業績連動報

酬とで構成しております。 

 基本報酬については、代表取締役社長 兼 CEO の基本報酬を基準額とし、役職ごとに内規で定める

係数を基準額に乗じて決定しております。 

＜社外取締役・監査等委員＞ 

 社外取締役及び監査等委員の報酬につきましては、監督・監査の実効性と独立性を確保する観点

から、原則として基本報酬としての金銭報酬のみとしております。 

＜役職ごとの方針＞ 

  代表取締役社長 兼 CEO の基本報酬を基準額とし、役職ごとに内規で定める係数を基準額に乗

じて決定しております。なお、取締役会は、基準額及び役職ごとに定める係数の決定を、指名・報酬

委員会に一任しております。 

（役員報酬体系） 

役員区分 

報酬等の種類別の総額 

固定報酬 業績連動報酬 

金銭報酬 株式報酬 

基本報酬 
短期インセンティブ 

（役員 BIP 信託） 

中長期インセンティブ 

（譲渡制限付株式報酬） 

業務執行取締役 〇 〇 〇 

非業務執行取締役 〇 ― ― 
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（２）業績連動報酬（非金銭報酬）及び基本報酬に対する割合に関する方針 

 当社は、業務執行取締役に対し、業績連動報酬として役員 BIP 信託の設定及び譲渡制限付株式報

酬（Restricted Stock）の付与を実施しております。 

  業績連動報酬の報酬水準や基本報酬に対する割合につきましては、外部専門機関が集計・分析

している報酬データベースを用いて、当社の事業規模等を考慮した客観的なベンチマークを行い、

年間報酬における中長期の業績連動報酬の比率や、業績目標達成の難易度を総合的に勘案して決定

しております。 

 本役員 BIP 信託の業績指標につきましては、当社が重要な経営指標としている売上高及び営業利

益を１：１の比率で採用しており、業績目標の達成度により、０～150%の範囲で交付株式数を変動さ

せた上で、交付することとしております。 

 本譲渡制限付株式報酬の業績指標につきましては、当社が重要な経営指標としている売上高及び

営業利益を採用し、2027 年２月期決算短信にて開示される業績目標の達成度に応じて、譲渡制限を

解除するものとしております。 

 

（当事業年度における業績目標と実績） 

業績連動報酬（BIP 信託）の算定に用いた売上高及び営業利益の目標と実績は以下のとおりです。 

指標 目標 実績 

売上高（百万円） 58,060 56,386 

営業利益（百万円） 13,241 13,405 

 

（３）報酬等の付与時期や条件に関する方針 

・報酬等の付与時期 

報酬の種類 付与時期 

基本報酬 年俸制（毎月払） 

業績連動報酬 
役員 BIP 信託 退任時 

譲渡制限付株式報酬 譲渡制限解除時 

・報酬等の条件 

 （役員 BIP 信託） 

役員 BIP 信託につきましては、 所定の要件を充足した対象者に対し、当該業績連動株式報酬として、

株式交付ポイントに対応する当社株式の 50%について交付を受け、また残りの 50％については、本

信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭の給付を受けるものとしております。 

なお、対象者の在任期間中に職務や社内規定等への重大な違反があった場合、当該業績連動株式報

酬の交付等を受けられる権利を喪失させるマルス条項を設定しております。また、交付後に当該違

反事実が判明した場合は、当該株式報酬の返還を請求するクローバック条項を設定しております。 
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（譲渡制限付株式報酬） 

 譲渡制限付株式報酬につきましては、譲渡制限解除時までの在籍条件及び業績連動条件を付すこ

ととしております。 

 なお、対象者の在任期間中に職務や社内規程等への重大な違反があった場合には、当該譲渡制限

付株式報酬の返還を請求するクローバック条項を設定しております。 

 

（４）報酬等の決定の委任に関する事項 

 ・役員報酬方針の決定 

  当社の役員報酬方針は、指名・報酬委員会による答申を踏まえ、当社取締役会で決定しておりま

す。 

 ・基本報酬額の決定 

 基本報酬につきましては、客観性・透明性を高める観点から、株主総会決議による報酬枠の範囲内

にて、当社取締役会により一任された指名・報酬委員会が、当該役員の役職（役職ごとに内規で定め

る係数を含む）、責任、業績への貢献度を総合的に勘案し、決定しております。同委員会の構成員は、

代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮、独立社外取締役 馬渕邦美、独立社外取締役 竹内香苗、独立社

外取締役 大櫃直人、独立社外取締役監査等委員 田邉えり子、独立社外取締役監査等委員 丸山みさ

え及び独立社外取締役監査等委員 高木智宏の各氏であります。 

 ・業績連動報酬の決定 

 役員 BIP 信託につきましては、基本報酬とは別枠で、株主総会による決議の範囲内にて、取締役

会決議により決定しております。 

 譲渡制限付株式報酬につきましては、基本報酬とは別枠で、株主総会による決議の範囲内にて、取

締役会決議により決定しております。 

 

（５）指名・報酬委員会の手続き 

 任意の指名・報酬委員会は、取締役会からの一任に基づき、取締役の個別報酬（基準額及び役職ご

とに定める係数）を決定するとともに、取締役会からの諮問に応じて、取締役の指名及び報酬に関す

る事項につき審議し答申を行っております。また、同委員会は、代表取締役社長 兼 CEO 及び独立社

外取締役で構成し、過半数が独立社外取締役であることとしております。 

 

【社外取締役のサポート体制】 

社外取締役のサポートは取締役会事務局が担当しております。取締役会の開催に際して事前に社

外取締役へ説明を行う必要がある場合には、取締役会事務局より情報の伝達を行っております。ま

た、社内コミュニケーションツールを用い、社外取締役が情報収集を行うことができる体制を整え

ております。 

 

【代表取締役社長等を退任した者の状況】 
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元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等 

氏名 
役職・ 

地位 
業務内容 

勤務形態・条件 

（常勤・非常勤、 

報酬有無等） 

社長等 

退任日 
任期 

― ― ― ― ― ― 

 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ０名 

その他の事項 

現在、当社では、相談役を選任しておりません。当社は、取締役会が業務上の必要性を特に認めた

場合に、必要な社内手続きを経て、当社の取締役、監査役経験者を相談役として委嘱いたします。相

談役は経営上必要な事項について取締役会から委嘱された助言を行い、実施いたします。なお、相談

役の委嘱は取締役会決議を要することとしており、任期は１年としております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 【更新】 

当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、業

務執行取締役の監査・監督機能の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充

実させるため、2023 年５月 24 日開催の第 26 期定時株主総会の決議をもって監査役会設置会社から

監査等委員会設置会社へ移行しております。 

 

（１）取締役会 

取締役会は、経営の意思決定機関であり、豊富な経験に基づく高い専門性と幅広い知見を有する

取締役９名で構成されております。原則として取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時

取締役会を開催し、経営に関する重要事項を協議し、決議いたします。取締役９名のうち６名は社外

取締役であり、経営陣や支配株主から独立した立場の社外取締役が取締役会の３分の２を占めるこ

とにより、経営に対する監督機能の強化を図ってまいります。 

議 長：代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮 

構成員：取締役 志立正嗣、社外取締役 馬渕邦美、社外取締役 竹内香苗、 

社外取締役 大櫃直人、取締役常勤監査等委員 岩田和久、 

社外取締役監査等委員 田邉えり子、社外取締役監査等委員 丸山みさえ 

社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（２）監査等委員会 

監査等委員会は、豊富な経験に基づく高い専門性と幅広い知見を有する監査等委員４名で構成さ 

れており、そのうち３名は社外取締役監査等委員であります。原則として監査等委員会を月１回

開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催します。監査等委員会は、監査等委員会におい
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て定められた監査の方針に従い、法令及び定款に定められた事項並びに重要な監査業務について協

議するとともに、監査・監督体制の充実を図っております。また、各監査等委員である取締役は、取

締役会等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行の適法性を監査するとともに、妥当性の監督を

行ってまいります。 

議 長：取締役常勤監査等委員 岩田和久 

構成員：社外取締役監査等委員 田邉えり子、社外取締役監査等委員 丸山みさえ、 

社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（３）任意の指名・報酬委員会 

取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬委員会は、取締役会から諮問を受け、取締役の指名及

び報酬に関する事項につき審議し、答申を行っております。 

指名・報酬委員会は、代表取締役社長 兼 CEO 及び独立社外取締役で構成し、過半数が独立社外取

締役であることとしております。なお、委員長は、独立社外取締役が務めるものとしております。 

議 長：独立社外取締役 馬渕邦美 

構成員：代表取締役社長 兼 CEO 冨田英揮、独立社外取締役 竹内香苗 

独立社外取締役 大櫃直人、独立社外取締役監査等委員 田邉えり子 

独立社外取締役監査等委員 丸山みさえ、独立社外取締役監査等委員 高木智宏 

 

（４）会計監査の状況 

・監査法人の名称 有限責任 あずさ監査法人 

・継続監査期間 15 年間 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

 パートナー 石井 伸幸 

 パートナー 植草 寛 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とすることにより、業

務執行取締役の監査・監督機能の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充

実させるため、監査等委員会設置会社の体制を選択しています。 

 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

当社は、株主の皆様が株主総会の議案に関して十分な検討を実施できるよう、

情報の正確性の担保に留意しつつ、株主総会の開催日の 22 日前までに招集通
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知を発送し、TDnet や当社コーポレートサイトにて内容を開示しております。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

集中日を回避しております。 

電磁的方法による

議決権の行使 

三菱 UFJ 信託銀行が運営する「インターネット議決権行使サイト」システムを

利用しております。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

議決権電子行使プラットフォームに参加し、機関投資家や海外投資家の議決権

行使が円滑に行われるように機会を提供しております。 

招集通知(要約)の

英文での提供 

当社は、英文の要約招集通知について、日本語と同時に、株主総会の開催日の

22 日前までに TDnet や当社コーポレートサイトにおいて開示しております。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ーポリシーの作成・

公表 

当社では、株主の皆様との建設的な対話を図るため、IR ポ

リシーを策定しております。詳細は、当社コーポレートサイ

トに掲載しております。 

( https://www.dip-net.co.jp/ir/attention/disclosure ) 

 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

四半期に１回、決算発表と同日にアナリスト及び機関投資家

向けに決算説明会を実施しております。 

あり 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

当社コーポレートサイト上に IR 専用ページを設け、決算短

信等の適時開示資料、決算発表関連資料（決算説明資料、フ

ァクトシート）等を過去分を含めて掲載しております。 

（ https://www.dip-net.co.jp/ir/ ） 

また、適時開示資料、決算発表関連資料は、日本語と同時

で英文による開示も行っております。  

( https://www.dip-net.co.jp/en/ir ) 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

IR 担当部署として経営統括本部コーポレートコミュニケー

ション部を設置しております。 
 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 
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社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、“One to One Satisfaction”をブランドステートメントとして掲げて

おり、あらゆるステークホルダーの満足を実現していくための指針としており

ます。このブランドステートメントは、当社コーポレートサイト等において宣

言しております。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

当社は、経営理念である「私たち dip は夢とアイデアと情熱で社会を改善する

存在となる」に基づき、事業活動で生じる環境負荷の低減に向けた取り組みを

行うとともに、持続可能な社会の実現に向けた責務を果たすための指針とし

て、環境方針を定めております。 

＜環境方針＞ 

https://www.dip-net.co.jp/esg/environment/E003 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、かつ社会的責任及び企業倫理を尊重して職務執行

を行うことができるように、「コンプライアンス基本方針」を定め、それを全取締役及び使用人に周

知徹底させております。 

② 職務執行の公正性に関する監督機能を強化するため、取締役会に独立した立場の社外取締役３

分の２を目安に置いております。 

③ 経営統括本部ガバナンス推進部をコンプライアンス担当部署とし、コンプライアンス体制の維

持・向上を図ります。具体的には、コンプライアンスに関する知識と意識を向上させるため、ガバナ

ンス推進部において定期的な研修の実施、マニュアルの作成・配付等を取締役及び使用人に対し行

っております。 

④ 法令及び定款に反する行為を早期発見し是正することを目的とする内部通報制度を整備してお

ります。 

⑤ 反社会的勢力との関係を一切遮断しております。これを達成するため、反社会的勢力への対応

を所管する部署を人事総務本部ビジネスサポート室と定め、その対応に係る規程等の整備を行うと

ともに、有事には警察等の外部専門機関と連携し毅然と対応できる体制を整えております。 

⑥ 監査等委員及び内部監査室は連携して、コンプライアンス体制の状況を定期的に監査・監督し、

取締役会に報告しております。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」、その他の社内規程に基づき、適切か

つ確実に、検索及び閲覧可能な状態で定められた期間、保存及び管理いたします。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
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 「経営危機管理規程」により事業上等のリスク管理に関する体制を定めます。事業活動上の重大な

事態が発生した場合には、CEO 指揮下の対策本部を設置し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、損

失・被害等を最小限にとどめる体制を整えます。特に、当社においては、個人情報等の取扱いに関す

るリスクに対して、情報管理責任部門と情報管理責任者を設置し定期的に使用人への教育と内部監

査を行い、既に取得しているプライバシーマーク及び ISMS 適合性評価制度の認証に基づいた管理体

制の維持、向上を目指しております。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

社内規程で定められた決裁権限に従って、CEO、CIO、CTO、CHO、CFO 及び本部長が慎重かつ機動的

な意思決定を行います。さらに、執行役員会議での審議を実施し、経営課題を早期に認識すること

で、取締役会ならびに CEO、CIO、CTO、CHO、CFO 及び本部長の意思決定が効率的に行われるようにし

ております。 

 業務執行に関しては、執行役員制及び本部制を導入し、「組織規程」、「業務分掌および職務権限に

関する規程」等に従うことで、効率的かつ迅速に行っております。 

 

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 当社で定める「コンプライアンス基本方針」を当社グループに周知徹底させ、当社グループ全体

のコンプライアンス体制の構築を目指しております。 

② 当社から子会社の取締役又は監査役を派遣し、子会社における取締役の職務執行の監査・監督

を行っております。 

③ 当社グループ会社間における取引を行う場合は、取締役会への事前報告を求め、取締役会の承

認を得ることとしております。当該取引の承認にあたっては、取締役会における審議が恣意的にな

らないように一般の取引条件との比較検討等を行い、当社に不利益なものとならないようにしてお

ります。また必要に応じて専門家に確認しております。 

④ 内部監査室は、子会社の内部監査を実施し、その業務全般に関する適正性を確保しております。 

⑤ 当社グループは、グループ会社経営全般に関して当社と子会社との間で定期的に会議を開催し

重要な情報を共有するほか、子会社の管理に関する規程に基づき、子会社の重要な業務執行につい

て当社が承認を行う、又は報告を受けることとしております。 

 

６．財務報告の適正性を確保するための体制 

 当社グループの財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有

効かつ適切な提出に向け、内部統制システムを構築するとともに、そのシステムが適正に機能する

ことを継続的に評価し、必要に応じて是正を行っております。 

 

７．監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合における当該

取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役からの独立性に関する事項並



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

33 

びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 監査等委員会の求め又は指示により、その職務の執行を補助する人員を配置しております。この

場合、当該人員は監査等委員以外の者から指示命令を受けないよう独立性を保ち、指示の実効性を

確保しております。また、当該人員の人事異動、評価等については、監査等委員会の意見を尊重して

おります。 

 

８．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制

その他の監査等委員会への報告に関する体制 

 当社グループの取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす事実が発生した又は発

生する恐れがあるとき、信用を著しく失墜させる事態、内部管理の体制・手続き等に関する重大な欠

陥や問題、法令違反等の不正行為や重大な不当行為等が生じたときは、直ちに書面もしくは口頭に

て監査等委員会に報告いたします。さらに、監査等委員はいつでも、執行役員会議等各種会議の議事

録及び議事資料を自由に閲覧することができるとともに、当社グループの取締役及び使用人に報告

を求めることができます。 

 また、内部通報制度の担当部署である経営統括本部ガバナンス推進部は、当社グループの内部通

報の状況について、定期的に監査等委員会に報告いたします。 

 

９．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制 

 当社は、当社グループの取締役及び使用人が、監査等委員会に前項の報告を行ったことを理由と

して、不利益な取扱いを受けないことを規定しており、適正に対応いたします。 

 

10．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第 399 条の２第４項に基づく費用等

の請求をしたときは、当社は、当該請求が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明し

た場合を除き、当該請求に応じることとしています。 

 

11．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 監査等委員会を月１回以上開催いたします。 

② 各監査等委員は、監査等委員会とは別に、必要に応じて会議を開催いたします。 

③ 監査等委員会は、適時に会計監査人又は内部監査室と会合を行い、意見及び情報の交換を行う

とともに、必要に応じて会計監査人又は内部監査室に報告を求めます。 

④ 監査等委員会は、当社グループに関するリスク等に対して会社外部の専門家（弁護士・税理士

等）との会合により報告を受けます。 
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２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

1.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係を一切遮断いたし

ます。 

2.反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社では、反社会的勢力への対応部署を人事総務本部ビジネスサポート室と定めるとともに、不

当要求防止責任者を選任しております。日常の情報収集や事案発生時の対応のため、警察、弁護士等

外部専門機関との連携体制を構築しております。不当要求事案に対応するための規程類については、

すでに制定しておりますが、環境の変化に応じて、適切な改訂を実施してまいります。一方、通常の

取引においても、反社会的勢力との取引を防止し、また、予見しない取引が判明した際にはすみやか

に取引を停止するために、取引基本契約等に反社会的勢力排除条項を加える対応を実施しておりま

す。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

＜情報開示体制＞ 

1. 適時開示に係る基本姿勢 

 当社は、会社法、金融商品取引法、その他の諸法令及び東京証券取引所が定める適時開示規則を遵

守し、有価証券の投資判断に重要な影響を与える会社の業務・運営又は業績に関する情報を「重要情

報」と定義し、適時に情報開示を行います。 

また、適時開示規則等に定められていない情報であっても、株価及び投資判断に影響を及ぼすと

考えられる情報については、自主的かつ積極的に東京証券取引所（TDnet)及び当社コーポレートサ

イトにて開示いたします。 

なお、会社説明会、個別面談等で当社が言及する情報は、既に公開された事実、周知の事実あるい

は一般的な事業環境などに限り、未公表の「重要情報」等については言及いたしません。 

 

2. 適時開示体制 

決定事実及び発生事実については、適時開示の対象となる可能性が生じた時点で、所管部門より、

経営統括本部コーポレートコミュニケーション部に事前相談を行う体制としております。コーポレ

ートコミュニケーション部は、適時開示の要否を判定し、適時開示が必要と判断した場合には、経理

財務部、法務部などの関連部署と連携して開示資料を作成し、情報取扱責任者の確認を経て、当該情
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報を開示いたします。 

 また、決算情報については、経営統括本部経理財務部が中心となって開示資料を作成し、取締役会

の承認、情報取扱責任者の確認を経て、コーポレートコミュニケーション部が当該情報を開示いた

します。 
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【模式図（参考資料）】【更新】 
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【取締役会・監査等委員会のスキルマトリックス（参考資料）】【更新】 

  

※竹内香苗、田邉えり子、丸山みさえの各氏は、女性の役員であり、竹内香苗氏は、海外居住経験が長く、

報道番組のキャスターや経営者へのインタビュー等の豊富な経験を通し、国際性を有しております。 

※上記一覧表は、各役員の有するすべての経験・専門性を表すものではありません。 

 

以上 


